　　　岩手中部水道企業団不正事案再発防止委員会設置要綱
　(設置)

第１　岩手中部水道企業団において発生した不正事案について、再発を防止するための具体的方策を検討し、もって地域住民の信頼を回復するため、岩手中部水道企業団不正事案再発防止委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

　(所掌事項)

第２　委員会の所掌事項は、次に掲げるものとする。
(1)　不正事案の再発防止に係る具体的方策に関すること。
(2)　職員の倫理に対する意識高揚に係る具体的方策に関すること。
(3)　その他委員会が必要と認める事項に関すること。

　（組織）

第３　委員会は、４人以内をもって組織する。

２　委員は、不正事案の再発防止策等に関し優れた識見を有する者のうちから、企業長が委嘱する。
　(委員長及び副委員長)

第４　委員会に委員長及び副委員長を置く。

２　委員長及び副委員長は、委員の互選とする。
３　委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。

４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

　(会議)

第５　会議は、企業長が招集する。

２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３　委員会は、必要があるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。
 （報告）
第６　委員会は、所掌事項に係る検討結果について、その内容を企業長に報告するものとする。
　(庶務)

第７　委員会の庶務は、総務課において処理する。

　(補則)

第８　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、企業長が別に定める。
　　 附　則
　（施行期日）
１　この告示は、平成29年９月20日から施行する。
（失効）
２　この告示は、第６の規定による報告をした日をもって、その効力を失う。
